16.全国行政歯科技術職連絡会について
所 属：静岡県東部健康福祉ｾﾝﾀｰ1)､国立保健医療科学院口腔保健部2)､新潟県福祉保健部3)
発表者:○中村宗達1）、安藤雄一2）、石上和男3）、花田信弘2）
【前文】まず、日本の歯科行政の仕事の現状を要約する。

1．国：歯科医師等の歯科専門職養成、安全な歯科医療の提供、歯科診療報酬関係事務

2．都道府県：都道府県レベルあるいは市町村を対象とした各種歯科保健事業
3．市町村：住民を対象とした各種歯科保健事業

　　以上日本の歯科行政の特徴を一言で言えば、国は歯科医療には携わっているものの、歯科保健への関与が極めて希薄な現状にあるということ。歯科保健については、都道府県・市町村に丸投げ状態であり、現場は大いに苦戦している。

　　さて、健康問題の解決に取組む時、古典的ながらもリーベルとクラークの提唱した1・2・3次予防の考え方は基本であろう。この順番を間違えると甚だ非効率的な結果になってしまうが、まさに上述のごとく、国の歯科行政は順番が逆になっている。遅ればせながら、国は、歯科保健の法律を整備したり、都道府県・市町村への歯科保健事業の指導・支援を強化したり、また、フロリデーションなどの公衆歯科衛生施策を積極的にすすめるなど、1次予防の充実に一刻も早く取り組むべきである。
以上を基本認識として、全国行政歯科技術職連絡会（通称・行歯会）なる組織をつくり、今日に至っている。以下、行歯会の概要を述べる。
【目的】日本国民に世界最高水準の歯科保健(口腔環境)を提供することをめざす。
【方法】国の歯科保健施策を促進することもさることながら、都道府県・市町村が自分たちの力で歯科保健をさらに充実し上記目的の達成をめざす。このため、都道府県・市町村行政に勤務する歯科医師、歯科衛生士による組織を作り、各地の歯科保健事業の活性化を図る。

【結果】平成17年4月「全国行政歯科技術職連絡会」発足
　－全国行政歯科技術職連絡会とは－

　　会が運営するメーリングリストにより、会員への情報提供、会員間の交信、専門家によるアドバイスなどを行う。

　○会費：無料　　○会員対象：地方行政に勤務する歯科医師、歯科衛生士

  ○ブロックと会員数： 北海道(48)　東北・甲信越・北陸(71)　関東Ⅰ(55)  東京(39)　

関東Ⅱ(45)  東海(75)　近畿(68)　中国・四国(55)　九州・沖縄(48)

　○役員：会長(1) 副会長(3) 理事(22)　　　○事務局：国立保健医療科学院 口腔保健部

○アドバイザー：大学関係者など14人

【現状と今後】・「行歯会だより」の発行(月刊) no.1～30 [2007.12末現在]

  ・メーリングリストno.1～1,925 [2007.12末現在]

  　会員数も除々に増え、会員加入率は52.7%になった。加入率アップは引き続きの課題であるが、今後は質的向上が当然のことながら望まれる。そのための戦略戦術を練ることが次の課題であろう。
